
事業主の皆さまへ

不妊治療と仕事との両立を支援する助成金のご案内

なお、「働き方改革推進支援助成金（労働時間短縮・年休促進支援コース）」（生産性を向上させ、
労働時間の縮減、年次有給休暇の取得や不妊治療のための休暇制度の導入等を実施した中小企業事
業主の皆さまを支援する助成金）もあります。

両立支援等助成金（不妊治療両立支援コース）

支給対象となる
事業主

次の①～⑥のいずれか又は複数の制度を導入し、労働者に利用
させた中小企業事業主

① 不妊治療のための休暇制度（多目的・特定目的とも可）

② 所定外労働制限制度 ③ 時差出勤制度 ④ 短時間勤務制度

⑤ フレックスタイム制 ⑥テレワーク

申請のステップ
両立を支援する旨の企業トップの方針の周知 ⇒ 社内ニーズ調
査 ⇒ 就業規則等の規定・周知

⇒ 両立支援担当者の選任

⇒ 労働者のための「不妊治療両立支援プラン」の策定

支給額 Ａ「環境整備、休暇の取得等」

最初の労働者が休暇制度・両立支援制度を合計５日（回）利用

２８.５万円＜３６万円＞

Ｂ「長期休暇の加算」

Ａを受給し、労働者が不妊治療休暇を20日以上連続して取得

２８.５万円＜３６万円＞

※A、Bとも、＜ ＞内は生産性要件を満たした場合の支給額

不妊治療と仕事との両立に資する職場環境の整備に取り組み、不妊治療のために利用可能
な休暇制度や両立支援制度を労働者に利用させた中小企業事業主の皆さまを支援します。

なぜ、両立支援が必要なのでしょうか。

○ 不妊治療を経験した方のうち16%（男女計（女性は23%））が、不妊治療と仕事

を両立できずに離職しています。

○ 両立に困難を感じる理由には、通院回数の多さ、精神面での負担の大きさ、通院と

仕事の日程調整の難しさがあります。

○ 労働者の中には、治療を受けていることを職場に知られたくない方もいます。

職場内では、不妊治療についての認識があまり浸透していないこともあります。

⇒ 企業には、不妊治療を受けながら安心して働き続けられる職場環境の

整備が求められます。

●助成金の支給要件の詳細や具体的な手続き、各種申請書のダウンロードはこちら

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_14408.html

！
詐欺にご注意ください。国や都道府県労働局から、助成金の相談について電話などで勧誘することはありません。

また、振込先、口座番号、その他の個人情報を個人の方に電話などで問い合わせることはありません。



●不妊治療を受けながら働き続けられる職場づくりのためのマニュアル

企業向けの制度導入マニュアルです。

https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/pamphlet/dl/30k.pdf

●不妊治療と仕事との両立サポートハンドブック

労働者向けに、不妊治療の内容や職場での配慮のポイントを紹介しています。
https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/pamphlet/dl/30l.pdf

●不妊治療を受けやすい休暇制度等導入支援セミナー

有識者による講演オンラインで配信しています。どなたでも無料で視聴できます。

https://www.youtube.com/watch?v=YyHjSMKfPf8

●不妊治療と仕事との両立がしやすい環境整備に取り組む企業を認定します（令和４年４月～）

「不妊治療と仕事との両立」に取り組む企業を認定する「くるみんプラス」等制度を新設しました。
この制度は、次世代育成支援対策推進法に基づき、「くるみん」等の認定を受けた企業が、不妊治療

と仕事との両立にも積極的に取り組み、一定の認定基準を満たした場合に、３種類のくるみんにそれぞ
れ「プラス」認定を追加するもので、「くるみんプラス」「プラチナくるみんプラス」「トライくるみ
んプラス」と称します。

〇認定基準
１．次の(1)及び(2)の制度を設けていること（※１）
(1)不妊治療のための休暇制度（不妊治療を含む多様な

目的で利用することができる休暇制度及び利用目的
を限定しない休暇制度を含み、年次有給休暇を除く）

(2)不妊治療のために利用することができる次のうちの
いずれかの制度
〇半日又は時間単位の年次有給休暇
〇所定外労働制限制度 〇時差出勤制度
〇フレックスタイム制 〇短時間勤務制度
〇テレワーク

２．不妊治療と仕事との両立の推進に関する企業トップの方針を示し、講じている措置の内容とともに
労働者に周知していること（※２）

３．不妊治療と仕事との両立に関する研修（※３）その他の不妊治療と仕事との両立に関する労働者の
理解を促進するための取組を実施していること

４．不妊治療を受ける労働者からの不妊治療と仕事との両立に関する相談に応じるための担当者（両立
支援担当者）を選任し、労働者に周知していること

※１ 就業規則の規定例
https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/000930522.pdf
※２ 企業トップによる方針の周知例
https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/000930524.pdf
※３ 研修の実施例
https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/000930525.pdf

不妊治療と仕事との両立支援策

不妊治療と仕事との両立についての詳細な情報は、こちらにお問い合わせください。
受付8:30～17:15（土・日・祝日を除く）

福島労働局 雇用環境・均等室 電話 ０２４‐５３６‐４６０９

「不妊治療と仕事との両立」認定マーク


